
【事務事業シート】

1

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

2

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

終期

Ｋ  P  Ｉ

被災児童生徒のうち、経済的理由により就学困難となった児童生徒数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

令和７年度　　事後評価シート

当初
事　項 被災児童生徒就学支援事業費 予算主管課 義務教育課

事　業

概　要

東日本大震災等により被災し、本県へ避難している就学困難と認められる児童生徒に対

して就学等の援助を行う市町等へ補助を行う。

始期 2011

実績値 0 人 実績値 人

人

実績値 人 実績値 0 人 実績値 0 人

人 目標値 0 人 目標値 0R  4  年  度 目標値 0 人 目標値 0

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
1811 千円

最終現計

予算額
2029 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率
ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 1502

千円 決算額 212 千円 決算額

1714 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 234 千円 決算額 161

見直し方向性 維持

「被災児童生徒就学支援事業等事業交付金（東日本大震災等）」により、市町等が行う就学支援事業に対し

て補助を行うことで、被災児童生徒の教育機会を確保した。令和８年度以降も、市町と連携・協力し、引き

続き、被災児童生徒の教育機会の確保に努める。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値

始期 2023

終期 2026

Ｋ  P  Ｉ

日本語指導が必要な児童生徒等のうち、必要な支援等を受けている児童生徒等の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

％ 実績値 ％

ストック

/フロー
フロー 達成率 90.3 ％ 達成率

％ 実績値 90.9 ％ 実績値 97.2

100 ％ 目標値 100 ％

実績値 ％ 実績値 90.3

4377 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 1881 千円 決算額 2205

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
3472 千円

最終現計

予算額
3672 千円

最終現計

予算額

90.9 ％ 達成率 97.2 ％ 達成率

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因
県内産業の担い手として、積極的な外国人材の受け入れが進む中、外国人児童生徒の転入が想定よりも多く、しかも、広範

囲に散在して生活していることにより、多様な支援へのニーズが高まった可能性があり、目標達成には至らなかった。

総括

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 1425

千円 決算額 2952 千円 決算額

当初
事　項 帰国・外国人児童生徒等支援事業費 予算主管課 義務教育課

事　業

概　要

帰国・外国人児童生徒等の増加に対応するため、支援員の派遣や学校における指導体制

の構築等、地域の実情に応じた取組みへの支援を行う。

見直し方向性 維持

目標達成率は、想定よりも低調であったものの、95％を超えており、7年度以降も現状のニーズに対応して

いくと、KPIは目標達成すると考えられることから、8年度の執行方法や９年度予算の見直しは想定してい

ない。



3

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

4

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

始期 1974

終期

Ｋ  P  Ｉ

修学奨励費の受給者で退学、留年した生徒数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初
事　項 定時制通信制課程修学奨励費 予算主管課 教育総務課

事　業

概　要

高等学校定時制及び通信制課程に在学する生徒のうち、経済的に修学が困難な者に対し

て修学奨励資金を貸与する。

0 人 目標値 0 人

実績値 人 実績値 0

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 0 人 目標値 0 人 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
1344 千円

最終現計

予算額
1008 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

人 実績値 人

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

人 実績値 0 人 実績値 0

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 504

千円 決算額 1008 千円 決算額

1512 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 504 千円 決算額 1008

見直し方向性 維持

７年度のKPI実績は目標どおりの成果が出ており、８年度も目標を達成する可能性が高いことから、執行方

法等を見直すことは想定していない。

当初,6

月補

正,2月

補正

事　項 公立高等学校等就学支援金補助金 予算主管課 教育総務課

事　業

概　要

高校生等の修学にかかる教育費負担軽減のため、就学支援金及び再就学支援金を支給す

る。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 0 件 目標値 0 件 目標値

始期 2014

終期

Ｋ  P  Ｉ

高等学校等就学支援金支給手続きにおける誤認定等の件数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

件 実績値 件

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

件 実績値 0 件 実績値 0

0 件 目標値 0 件

実績値 件 実績値 0

2704451 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 2299370 千円 決算額 2280677

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
2309100 千円

最終現計

予算額
2287463 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 6259

千円 決算額 2698192 千円 決算額

見直し方向性 維持

高校授業料無償制度の見直しに伴い国により導入された制度であり、高等学校等の生徒のいる世帯の授業料

支援を行うことにより教育に係る経済的負担の軽減を図ることは教育の機会均等に寄与するものであるた

め、今後も誤認定等を発生させることなく現状を維持していかなければならない。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

6

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

始期 2014

終期

Ｋ  P  Ｉ

奨学のための給付金の受給率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初,6

月補

正,2月

補正

事　項 公立高等学校等奨学給付金交付事業費 予算主管課 教育総務課

事　業

概　要

低所得世帯の高校生等の修学にかかる教育費負担軽減のため、教科書費等として給付金

を支給する。

100 % 目標値 100 %

実績値 % 実績値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 % 目標値 100 % 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
356457 千円

最終現計

予算額
477532 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

% 実績値 %

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

% 実績値 100 % 実績値 100

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 210

千円 決算額 343488 千円 決算額

343698 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 351369 千円 決算額 453280

見直し方向性 維持

対象世帯へ奨学給付金を支給することは、高校生の教育費負担の軽減に寄与するものであるから、今後も対

象者の受給率を維持できるよう進めなければならない。

当初
事　項 定時制通信制課程修学奨励費 予算主管課 教育総務課

事　業

概　要

高等学校定時制及び通信制課程に在学する生徒のうち、経済的に修学が困難な者に対し

て修学奨励資金を貸与する。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 0 人 目標値 0 人 目標値

始期 1976

終期

Ｋ  P  Ｉ

修学奨励費の受給者で退学、留年した生徒数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

人 実績値 人

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

人 実績値 0 人 実績値 0

0 人 目標値 0 人

実績値 人 実績値 0

336 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 千円 決算額

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額
0 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 336

千円 決算額 0 千円 決算額

見直し方向性 維持

７年度のKPI実績は目標どおりの成果が出ており、８年度も目標を達成する可能性が高いことから、執行方

法等を見直すことは想定していない。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

8

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

始期 2014

終期

Ｋ  P  Ｉ

高等学校等就学支援金支給手続きにおける誤認定等の件数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初,6

月補

正,2月

補正

事　項 公立高等学校等就学支援金補助金 予算主管課 教育総務課

事　業

概　要

高校生等の修学にかかる教育費負担軽減のため、就学支援金及び再就学支援金を支給す

る。

0 件 目標値 0 件

実績値 件 実績値 0

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 0 件 目標値 0 件 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額
2787 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

件 実績値 件

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

件 実績値 0 件 実績値 0

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 514

千円 決算額 2719 千円 決算額

3233 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 千円 決算額 2780

見直し方向性 維持

高校授業料無償制度の見直しに伴い国により導入された制度であり、高等学校等の生徒のいる世帯の授業料

支援を行うことにより教育に係る経済的負担の軽減を図ることは教育の機会均等に寄与するものであるた

め、今後も誤認定等を発生させることなく現状を維持していかなければならない。

当初,2

月補正
事　項 公立高等学校等奨学給付金交付事業費 予算主管課 教育総務課

事　業

概　要

低所得世帯の高校生等の修学にかかる教育費負担軽減のため、教科書費等として給付金

を支給する。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値

始期 2014

終期

Ｋ  P  Ｉ

奨学のための給付金の受給率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

％ 実績値 ％

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 100 ％ 実績値 100

100 ％ 目標値 100 ％

実績値 ％ 実績値 100

3697 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 千円 決算額 5090

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額
6606 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 51

千円 決算額 3646 千円 決算額

見直し方向性 維持

対象世帯へ奨学給付金を支給することは、高校生の教育費負担の軽減に寄与するものであるから、今後も対

象者の受給率を維持できるよう進めなければならない。



9

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

10

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

始期 1954

終期

Ｋ  P  Ｉ

特別支援教育就学奨励費負担金等の支給率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初,2

月補正
事　項 特別支援学校就学奨励費 予算主管課 特別支援教育課

事　業

概　要
特別支援学校への就学を奨励するため、就学にかかる経費を助成する。

100 ％ 目標値 100 ％

実績値 100 ％ 実績値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
235219 千円

最終現計

予算額
206419 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 ％

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 100 ％ 実績値 100

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 22316

千円 決算額 180348 千円 決算額

202664 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 195545 千円 決算額 190908

見直し方向性 維持

令和７年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、特別支援学校等への就学に係る保護者等の経済的

負担を軽減できている。現状のニーズを踏まえると、目標である特別支援教育就学奨励費等の支給率100％

を維持できると考えられることから、令和８年度の執行方法や令和９年度の予算の見直しは想定していな

い。

6月補

正
事　項 特別支援学校給食費等高騰緊急対策事業費 予算主管課 特別支援教育課

事　業

概　要

特別支援学校の給食費及び寄宿舎食費に係る保護者の負担を増やすことなく、学校給食

等の十分な栄養バランス及び量の維持を図るため、物価上昇の影響を受けている食材費

高騰部分について支援を行う。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値

始期 2023

終期 2025

Ｋ  P  Ｉ

物価高騰により給食費が増加しなかった保護者の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

％ 実績値 ％

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 100 ％ 実績値 100

100 ％ 目標値 ％

実績値 ％ 実績値 100

6242 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 2700 千円 決算額 3463

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
4865 千円

最終現計

予算額
4291 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

見直し方向性

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括
保護者の負担を増やすことなく、十分な栄養バランス及び量を維持した学校給食及び寄宿舎食の提供を実施することができ

た。

令和８年度も、食材費高騰は引き続いていることから、継続して支援を行う。

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額

千円 決算額 6242 千円 決算額


